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研究成果の概要：本研究は、英国最大手の家電小売企業ディクソンズ社（現在 DSGI 社）が、

①わが国カメラの英国への輸入とわが国チノン社との提携によって成長の端緒をつかみ、②競

合企業カリーズの買収を機に総合家電小売として成長を遂げる一方で、アメリカ市場参入の失

敗による深刻な危機を経験し、③これを克服して現在の地位を確立するまでの発展の軌跡を解

明し、「漸次的イノベーション」〔＝画期的な革新とは異なる部分改良型の革新〕を同時並行的

に継続することの重要性を明らかにした。同時に、わが国独自の系列家電チェーンの端緒を築

いた戦前の展開を解明し、独立系企業の近年の展開によって欧米の家電小売業と直接比較研究

を行ないうる条件が成熟してきたことを示した。 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は、研究代表者が 1999 年から現在
まで英国エディンバラ大学の客員教授とし
て行なっている国際共同研究の一環として、
海外研究協力者であるジョン・ドーソン同大
学教授との密接な討議を基礎に企画された。 
メーカー別の系列家電小売店網がわが国

独自の存在であることはよく知られており、
米国での家電小売の展開については、一定の
研究がなされてきたが、英国および欧州につ
いては、わが国でほとんど関心が払われてこ
なかったということが、研究代表者と海外研
究協力者との共通の問題意識であった。 

 本研究は、こうしたわが国研究の偏りを是
正すべく、英国最大手でヨーロッパ・トップ
小売企業のひとつであるディクソンズ社（現
DSGI 社）に焦点を当て、日英の家電小売流
通の比較研究を行なおうとしたものである。 
なお、ディクソンズ社に関する学術的分析

は、当のイギリス自体でもこれまでほとんど
行なわれておらず、本研究は国際的にも意義
の大きい研究であることから、海外研究協力
者の全面的な支援を得ることとなった。 
 
２．研究の目的 
（１）1937 年の創設時から現在にいたるディ
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クソンズ社の展開の軌跡を網羅的に追
究することによって、その展開の独自の
特徴を明らかにすること、 

（２）この分析を基礎に、わが国家電小売流
通との比較分析を行なうこと、 

が本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
（１）ディクソン社については、 
①ロンドンの同社アーカイブ調査（一般に
公開されたものではないため、海外研究
協力者を通じて調査の許可を得、同社ア
ーキビスト、ジャッキー・バーネット
(Jacqui Barnett) 女史の協力を得た）、 

②インタビュー調査――(a)ディクソンズ
社の成長を主導してきた２代目頭首 S・
カームズ卿（Lord Stanley Kalms）、(b)同
社の執行社長を 2007 年まで務めた J・ク
レア（John Clare）氏、(c)同社と密接な提
携関係にあったチノン社の元取締役技
術部長花岡敬三氏、元品質管理部長金子
善十氏、(d)投資アナリスト、N・バブ（Nick 
Bubb）氏 

③同社の財務資料・経営資料、イギリス家
電業界に関する資料の調査（於エディン
バラ大学図書館、スコットランド国立図
書館、スターリング大学小売研究所）、 

を基礎に、海外研究協力者との討論に基づ
いて分析を行なった。 

（２）わが国系列家電小売店の形成について
は、戦前期の資料（戦前期の書籍および商業
雑誌、社史、わが国先行研究等）を中心に日
本において諸資料を調査し、エディンバラ大
学で海外研究協力者と討議・分析を行なった。 
 
４．研究成果 
 
（１） 分析視角 

本研究の分析では、小売マーケティングに
おいて「根本的イノベーション」と「漸次的
イノベーション」とを区別し、後者の同時並
行的・継続的存在の重要性が析出される。 

生活協同組合、百貨店、スーパーマーケッ
トの開発など、小売マーケティングにおける
「根本的イノーション」〔＝根本的革新〕は、
小売業全体に長期的・決定的影響を及ぼすが、
日常的な小売マーケティングにおいては、店
舗の改良や店舗立地の再編性等々、様々な
「漸次的イノベーション」〔＝部分改良型の
革新〕の同時並行的・継続的な存在こそが重
要である。こうしたイノベーションは、通常、
企業家・経営者の「暗黙知」〔＝言葉として
表現されない知識〕として展開されるが、ア
カデミックな調査はこうした「暗黙知」を「形
式知」〔＝言葉として表現される知識〕に転
換することが重要である。 

また、こうしたイノベーションを自ら生み

出しうる能力の存在は、個々の小売企業の成
否を規定するというだけでなく、自立的な小
売業者による小売流通のストレートな展開
（英国）と、メーカーの能力に依存する小売
流通から自立的な小売業者による小売流通
への転換（日本）という、発展パターンの相
違をもたらしたと考えられる。以下の分析は、
こうした視点に基づいて行なわれる。 
 
（２）ディクソンズ社の初期の展開 
ディクソンズは、チャールズ・カームズ

（Charles Kalms）が、友人とともにロンド
ン市サウスエンドに写真館を開設し、1937
年に「ディクソン・スタジオ社」として登記
したことを出発点とする。1948 年、息子の
スタンレィ・カームズ（Stanley Kalms）が
このファミリービジネスに参画してカメラ
の小売販売を始めた。 

だが、1964 年「再販売価格法（Resale Price 
Act）」によって再販売価格維持〔＝第３者の
販売価格を拘束する行為〕が原則的に禁止さ
れる以前のイギリスでは、メーカーや輸入商
が指示する製品の販売価格は守らざるを得
なかった。スタンレィは、1957 年以降、香
港および日本からカメラ製品を輸入するこ
とによってこの制限を回避した。当時、日本
のカメラ製品は国際的製品として自己を確
立しつつあった時期にあたり、優秀な日本製
カメラ・ブランド（コニカ、アサヒ、キャノ
ン、オリンパス等）の低価格販売は、香港か
ら調達した安価なプライベート・ブランド・
カメラ「プリンツ」とあいまって、ディクソ
ンズ社急成長のきっかけをつくった。――こ
の経緯は、メーカーによる拘束の排除と自由
な価格競争が、小売マーケティングにとって
決定的に重要であることを示唆している。 
 1962 年に「ディクソンズ・フォトグラフィ
ック社」として上場を果たした同社は、ドイ
ツ製カメラの世界市場からの後退と日本製
品の躍進に伴い、ドイツ語風の「プリンツ」
から日本語風の「サイショ」、「マツイ」へと
プライベート・ブランド名を変更し、取扱製
品を次第に音響機器やテレビなどにも拡大
する一方で、わが国中堅企業チノン社との連
携を築き上げた。チノンのシネカメラはイギ
リス市場で高い評価を受け、ディクソンズ社
は、これをプライベート・ブランド品として
ではなく、「チノン」ブランドのままで販売
した。カームズ卿自ら「私は極東に行ってエ
ル・ドラード〔＝伝説の黄金郷〕を発見し
た。・・・エル・ドラードでチノンという名
の黄金を発見した」と語るほど、チノンとの
関係は重要であった。ディクソンズは 1963
年にチノンとイギリス総代理店契約を結ん
だだけでなく、1971 年にヨーロッパ総代理店
であった企業を買収し、スイスに「チノン販
売会社」を設立し、イギリス及びヨーロッパ



 

 

市場にチノン製品を販売して利益を得た。両
者の良好な関係は、チノン社がアメリカのコ
ダック社との関係を深め始める 1983 年頃ま
で続いた。――この事実は、小売イノベーシ
ョンにおける品揃えの重要性を示しており、
この点で、わが国製品の優秀さがディクソン
ズ社発展の礎を築いたことは興味深い事柄
であるといえる。 
 だが、この時期、ディクソンズ社は、最初
の戦略的失敗をも経験する。すなわち、同社
は、1976 年、約 200 店舗を擁する医薬品チェ
ーン「ウェストン製薬会社」を買収して、カ
メラ・家電と医薬品という二本柱による小売
チェーン展開を始めたのであるが、この医薬
品部門は赤字を計上し、1980 年にこの分野
からの撤退を決断した。この失敗は、オラン
ダで展開しつつあった小売チェーンを手放
さざるを得ないなどの代償を伴ったが、カメ
ラ・家電部門での好調なチェーン展開がこの
失敗を補うことになった。――ここでは、「漸
次的イノベーション」の同時併存的進行が、
一部の失敗を補うという最初の関係を見て
取ることができる。 
 
（３）総合家電小売としての展開とアメリカ
市場進出の失敗 
 1984 年、ディクソンズは、当時イギリス最
大手の家電小売チェーン「カリーズ」の買収
を行なった。この買収にいたるまで、ディク
ソンズは、ブラウン家電〔＝テレビ、カメラ、
オーディオ機器等〕の小売に特化しており、
白物家電〔＝家庭内の家事労力を減らす家電
製品。洗濯機、冷蔵庫、掃除機等〕を一切扱
っていなかったが、白物家電小売を主体とし
ていたカリーズの買収により、ディクソンズ
社は、総合家電小売チェーンとしての内実を
持つにいたった。 

だが、ファミリービジネスという性格をか
たくなに維持し続け、カリー一族以外トッ
プ・マネジメントに入れてこなかったカリー
ズの経営陣と、スタンレィ・カームズが権限
を保持しつつも新たな人材をトップに登用
してきていたディクソンズの経営陣とは、当
初は水と油で、買収後しばらくの間、ほとん
ど没交渉であったという。だが、1987 年 10
月のブラック・マンデーによる売上の急落を
契機として、「ディクソンズ」、「カリーズ」
というそれぞれの店名を残しながらも、両者
の経営を統合するという作業が始まり、この
経営統合は 1989 年末に完了した。――企業
買収による成長は欧米で一般的であるが、こ
のエピソードは、企業買収自体は企業経営の
一ステップに過ぎず、内部の経営管理体制の
有機的統合が重要であることを示している。
下図（同社の年次報告書による売上高と税引
き前利益の推移）が示すように、カリーズと
の経営統合以降、ディクソンズ社の売上は飛

躍的な成長を始めた。 
これと同時に、ディクソンズ社は、野心的

な国際化戦略を採用する。すなわち、同社は、
1987 年に、119 店舗を擁す米国第３位の家電
小売チェーン「サイロ（Silo）」を買収し、本
格的なアメリカ市場参入を開始したのであ
った。1990／91 年の年次報告書には、ディク
ソンズ社は家電関連の「国際的グループであ
る」という自己規定が登場する。 
 だが、1992 年までに店舗数を 233 店舗へと
拡大し、また、新たなオーディオ・ビデオ・
コンピュータ・チェーン「イエス！（Yes! Your 
Electronics Store）」を展開するといった果敢な
戦略にもかかわらず、売上高の上昇に反比例
するかのように利益額は減少を続け、1991／
92 年、1992／93 年には赤字を計上し、結局
のところ、1993 年末に米国店舗をすべて売却
して米国市場からの撤退を余儀なくされた。 
 本研究の分析によれば、この失敗は、ディ
クソンズ社が英国市場と米国市場の構造的
相違を十分に認識していなかった点に起因
していた。すなわち、サイロの店舗は、１店
舗の売り場面積は平均 10,000 平方フィート
（929 ㎡）程度であり、これは英国の伝統的
な店舗と比べれば大きいが、米国の競合店が
40,000 平方フィート（3,716 ㎡）にも達する
ものであったのに比べると太刀打ちできな
い規模であった。これに加え、米国市場は、
プライベート・ブランドに関心を向ける英国
市場とは異なり、ナショナル・ブランドの低
価格販売への志向が著しく強く、とりわけデ
ィクソンズが参入した時期は、新興小売チェ
ーン「ベスト・バイ（Best Buy）」が利益を減
らしながらも売上げを急増させるという「価
格戦争」を仕掛けていた時期に当たっていた。
さらに、サイロの店舗は、広大な米国のすべ
ての地域を網羅し、全米 22 州（1991 年で 28
都市）に展開していたが、この展開はあまり
にも分散的であった。当時市場リーダーであ
った「サーキット・シティ（Circuit City）」
も東西海岸を横断するような全米的展開を
行なってはいたが、なお南東部を主要地域と
しており、同地域に緊密な店舗網を築き上げ
ていた。これに比べて、サイロの店舗展開は



 

 

分散的で、コストのかさむ構造となっていた。 
 いずれにせよ、アメリカ市場での失敗の痛
手は大きく、上掲図が示すように、ディクソ
ンズ社は、創業以来初の税引き前損失を計上
した。アメリカ撤退後の年次報告書は、同社
が家電・コンピュータ関係の「英国の小売グ
ループである」と自己規定を変更し、国際化
路線を一時放棄したことを宣言せざるを得
なくなったのである。 
 
（４）危機の克服とヨーロッパ・トップ家電
小売業への途 
 ディクソンズ社をこうした危機的な状況
から救い、次の展開を可能にさせたのは、英
国国内で「漸次的イノベーション」が米国進
出と同時並行的に行なわれていたことによ
ってであった。 
 第 1 に、英国国内では、チェーン店舗網の
再編成が継続的に行なわれた。「ディクソン
ズ」と「カリーズ」の店舗はそれぞれ別々に
運営されていたが、いずれも中心市街地に立
地し、平均店舗面積は 200 ㎡に満たない小規
模なものであった。だが、ディクソンズ社は、
カリーズ買収時に手に入れた郊外型大型専
門店「パワー・シティ（旧称ブリジャーズ）」
を「カリーズ・スーパーストア（Currys 
Superstore）」と名称変更して、郊外型店舗
を本格的に展開し始めると同時に、「カリー
ズ」の伝統的な中心市街地店舗のスクラップ
化押し進めた。この結果、1987 年に 528 店
舗（平均売場面積 156 ㎡）を擁した「カリー
ズ」店は、2003 年には 88 店舗（平均売場面
積 154 ㎡）へと激減した一方で、1987 年に
は 39 店舗、平均売場面積 557 ㎡であった「カ
リーズ・スーパーストア」店は、2003 年の
時点では 291 店舗、平均売場面積 1,274 ㎡へ
と拡大を遂げた。 

第２に、ディクソンズ社は、1993 年にコ
ンピュータ専門の郊外型大型小売店「ＰＣワ
ールド（PC World）」を買収した。当初 4 店
舗（平均売場面積 2,206 ㎡）であったこの店
舗は、2003 年には 126 店舗（平均売場面積
1,528 ㎡）へと拡大した。 

第３に、伝統的な「ディクソンズ」店も中
心市街地の不採算店のスクラップ化を急速
に進め、当初その再配置と中規模店舗化が試
みられた。これにより、「ディクソンズ」店
は、1987 年には 309 店舗、平均売場面積 179
㎡であったが、2003 年時点では 329 店舗、
平均売場面積 246 ㎡になった。また、1994
年以降、空港内で「免税店ディクソンズ」を
オープンし、1995／96 年からは、中心市街
地において、家庭用電子機器の品揃えに比重
を置き、大型ＴＶやオーディの品揃えを排し
て、小型オーディオ、写真、コンピュータ・
ソフトその他付属品の品揃えを充実させた
「ディクソンズ 2000」と呼ばれる新たな業

態の展開を行ない、一定の成果をおさめた。
だが、ディクソンズでのウェブ販売が年率
５％以上の伸びを示すなかで、中心市街地の
「ディクソンズ」店の売上げがディクソンズ
社全体の１／３にまで減少したことを契機
に、同社は、「ディクソンズ」の名称をｅコ
マース業務に特化させ、中心市街地のディク
ソンズの店舗は「カリーズ．デジタル
（Currys.digital）」に変更し、歴史あるディ
クソンズの店舗名を廃止するという大胆な
再編を行なった（2006 年）。 
第４に、ディクソンズ社は、1995 年以降、

モバイル電話を販売する小規模な店舗「ザ・
リンク（The Link）」を中心市街地に多数展
開した。この店舗は当初の 8 店舗（平均売場
面積 174 ㎡）から、2006 年には 294 店舗（平
均売場面積 88 ㎡）へと拡大し、モバイル小
売で好業績を記録した。同年、モバイル市場
が通信事業者によって利益が吸収される仕
組みに変化してきたとの理由で通信事業者
Ｏ２（O2 (UK) Limited）に売却された。 
最後に、ディクソンズ社は、1998 年以降、

ディクソンズの各店舗でコンピュータを購
入した顧客に、無料のインターネット接続サ
ービス（ダイヤルアップ方式で電話料金は
別）を提供するサービス・プロバイダ「フリ
ーサーブ（Freeserve）」を創設した。このサ
ービスは急激に登録者数を拡大し、1999 年 1
月までに約 90 万人、同年 7 月までに約 130
万人を獲得して、イギリス第 1 位のプロバイ
ダへと躍進した。1999 年 7 月末、イギリス
初のインターネット関連株として、18.25％
の株式をロンドン株式市場とアメリカ・ナス
ダック市場で販売し、高値で取引された。こ
こで得られた資金は、すぐ後に開始されるヨ
ーロッパ展開の重要な資源となった。2000
年 12 月、この「フリーサーブ」は「フラン
ス・テレコム（France Telecom）」に売却さ
れ、同社が所有するプロバイダ「ワナドゥー
（Wanadoo）」に組み込まれた。ディクソン
ズがプロバイダとして活動した期間は短期
であったが、イギリスにおけるインターネッ
ト普及に一石を投じた存在であった。 
 以上のように、米国市場における深刻な失
敗にもかかわらず、ディクソンズ社は英国国
内で種々の「漸次的イノベーション」を積み
重ねによって危機を克服した。そればかりで
なく、こうした「漸次的イノベーション」の
継続は、ディクソンズ社にヨーロッパ小売業
としての飛躍を可能にしたのであった。 
 1999 年、ディクソンズは、ノルウェーの
家電チェーン「エルヒュープ（Elkjøp ASA）」
を買収し、新たなヨーロッパ家電チェーン展
開を開始した。「エルヒュープ」は北欧諸国
で様々な店舗名によるチェーンを展開する
北欧最大の優良家電小売業であり、ディクソ
ンズは、これを足がかりに、ヨーロッパ大陸



 

 

における国際小売業としての展開を開始し
た。2000／01 年の年次報告書は、ディクソ
ン社が、家電・写真・コンピュータ・通信関
連の「欧州における主導的小売業者である」
と謳い、英国の小売業からヨーロッパの小売
業への飛躍を明確に宣言した。 
この後、ディクソンズ社は、北欧のみなら

ず、スペイン、ポルトガル（「エル・システ
ム」店）、ハンガリー、チェコ共和国（「エレ
クトロ・ワールド」店）、スペイン、イタリ
ア、フランス（コンピュータ専門「PC シテ
ィ」店）、イタリア（「ユニ・ユーロ」店）、
ギリシャ（「コソボロス」店）等、ヨーロッ
パ市場への店舗展開を活発化させ、ドイツの
「メディア＝サターン」グループとヨーロッ
パ市場を二分する存在へと成長を遂げた。こ
れらの店舗は、生協的性格が強いといわれる
ギリシャを除き、平均売り場面積が 1,000 ㎡
を越える郊外型のスーパーストアとして展
開され、特に、90 年代以降市場経済に参加し
た中央ヨーロッパでは、2002 年２月に面積
6,000 ㎡におよぶ巨大な「エレクトロ・ワー
ルド」店をブダペストの郊外に開設し、同年
10 月には 3,500 ㎡の店舗をプラハ郊外にオ
ープンするなど、その巨大さはきわだってい
る。この路線は、米国市場での失敗と英国市
場での成功から学んだものである。 
フランスの「PC シティ」が赤字体質をひ

きずり、コンピュータ専門店はヨーロッパ全
体で税引き前損失を計上しているなど、その
展開になんら問題点がないわけではないが、
ディクソンズ社は「漸次的イノベーション」
の継続によってこうした弱点を克服しよう
としている。2006 年 7 月に、フランスの「フ
ォトビスタ社（Fotovista SA）」を買収するこ
とによって同社の展開するｅ小売「ピクシマ
ニア（PIXimania）」を手に入れ、全ヨーロッ
パ的規模でネット販売を展開し始めたのは
その端的な表われである。2007/08 年上半期
現在、イギリス国内の「Dixons.co.uk」とヨー
ロッパの「PIXmania.com」によるｅコマース
は、ディクソンズ社全体の売上げの 6.6％に
達し、すでにヨーロッパ大陸のコンピュータ
専門店の売上高 3.8％を凌駕しており、税引
き前利益も黒字化に成功している。また、コ
ンピュータ・メーカーでネット販売の雄「デ
ル（Dell Inc.）」は、2008 年１月から、ディク
ソンズ社の 12 ヶ国の店舗（PC World, Currys, 
Currys.digital, Electro World, PC City, Elkjøp 各
店舗）でデル製品の販売を行なうことで合意
したと発表し、ディクソンズ社は、これにあ
わせて、2006 年にイギリス国内で導入して成
功を収めた一般消費者向け技術サービス「テ
ク・ガイズ（TechGuys）」を、各国のデル製
品販売にも拡大するとことを表明した。 

このような「漸次的イノベーション」の同
時並行的継続により、同社は失敗要素を果敢

に切り離し、ヨーロッパ・トップ家電小売業
としての挑戦を続けているのである。 
 
（５）わが国家電流通との比較 
 上記のような英国における自立的家電小
売業の直接的展開プロセスは、メーカー系列
店を軸に展開されてきたわが国家電小売流
通とは大きく異なっている。わが国系列家電
店は、電気炊飯器やいわゆる「三種の神器」
〔＝洗濯機、冷蔵庫、白黒テレビ〕が急速に
普及した高度成長期に全面的に開花したが、
その出発点は戦前期にある。 
 わが国の系列小売店制度全体は、1910 年代
以降、小売店が自生的な全国チェーンを展開
しうるイノベーション能力いまだ有してい
なかったという状況の中で、全国規模の小売
店網を必要としたメーカー（洋薬、洋菓子、
洋風化粧品等）によって組織化され始めた。
電気機器産業の場合、1920 年代に電力産業の
寡占体制が確立し、「家庭電化」という概念
も早くもこの時期に登場したが、「街球」と
呼ばれた中小製造業者による安価な電球が
家庭に出回る中で、ＧＭの技術を導入して
「マツダランプ」を電力会社や軍・学校・役
所等に販売していた東京電気（東芝の前身の
ひとつ）は、1930 年代の初めに家庭用電球市
場の重要性を認識し、地方の相対的に力のあ
る少数の小売店を「ディーラー」として組織
し始めたことが、系列小売店形成の端緒であ
る。一方、東京・大阪の 13 の電球メーカー
が共同販売会社、東西電球を設立し、共同ブ
ランド「トウランプ」販売のため小売店網を
「トウランプ・チェーン」組織化し、その数
は 1,000 店舗とも 3,000～4,000 店舗とも伝え
られる。これらの小売業者は地方の米屋や雑
貨屋など弱小な小売業者であり、東西電気は
伝統的な「貸し売り」〔＝製造業者が製品を
商人に貸し、売れた分だけ製品を補充すると
同時に代金を回収する〕に近い販売形態を導
入し、『月刊トウ』を発行したり短期の教育
コースを設けたりするなどして小売商の啓
発に努めた。これとは別に、松下は製品種類
を多角化し、特にラジオとバッテリーを中心
に約 10,000 店の「松下連盟店」を組織化した。
東京電気は、ラジオの競合メーカーを攻撃的
に吸収合併したことで知られているが、松下
の販売能力は、松下を東電真空管の優良顧客
の地位に押し上げ、結果的に、系列小売店網
の形成が松下の存続を保護した形になった。 
 戦後、松下はいち早く系列網の再建に着手
したが、1950 年代に日立、東芝、三菱という
重電メーカーが家電市場に参入したため、松
下は系列店政策を強化し、専売率に応じた系
列小売店網（ナショナルショップ、ナショナ
ル店会、ナショナル連盟店）を形成し、家電
業界の系列小売店政策を主導した。 

だが、この時期、すでに各メーカー系列に



 

 

参加することを潔しとしない卸売・小売兼業
商人が存在し、これらの商人が 1963 年に「全
日本電気店経営研究会」を組織し、1972 年に
は「全日本電気専門大型店協会（NEBA）」へ
と発展した。各家電メーカーは NEBA の販売
能力を無視し得ず、系列小売店との確執をは
らみながらもこの小売チャネルを公認し、こ
こにわが国においても自立的小売業による
家電小売マーケティングが展開され始める
ようになった。 
 だが、NEBA の主要加盟店は早い段階から
マーケティング競争の力点を「非価格競争」
へと移行させ、人材交流や「適正価格」での
販売を通じてメーカーとの「共存共栄体制」
を維持するという日本的な業界関係を形成
していった。これは一部の評者から成熟した
業界秩序と高く評価されたが、今日的視点か
らすれば、こうした状況はなお過渡的であり、
NEBA 自体 2005 年に解散するにいたった。 
 この一方で、1990 年代以降、ヤマダ電機な
どいわば第２世代ともいうべき攻撃的ディ
スカウンターが急成長して家電小売流通を
席巻し、売上高規模で国際的大手小売業者の
一角にランクされるまで成長してきた。メー
カー支配から脱却した自由な価格競争の重
要性は、ディクソンズ社の初期の経験が教え
るところであり、わが国家電小売チェーンも、
ここにいたってようやく欧米の家電小売チ
ェーンと直接比較の対象となりうるような
小売形態を整えたということができる。 
 もちろん、このことによって個々の家電小
売チェーンの成功が自動的に保証されるわ
けではない。ディクソンズ社の展開にみられ
るように、個々の小売企業には戦略の様々な
試行錯誤と「漸次的イノベーション」の積み
重ねによる困難の克服のプロセスが存在す
るであろう。こうした「暗黙知」的展開を「形
式知」として汲み取るためには、本研究がデ
ィクソンズ社に対して行なったように、各企
業の発展過程の内在的分析が必要である。 
 
（６）おわりに 
 本研究は、ディクソンズ社の発展過程と、
わが国家電小売流通構造の史的分析を通じ
て、家電小売流通の国際比較のための基礎的
知見を拡大した。研究代表者と海外研究協力
者は、欧州家電小売流通を全体的に把握する
ために、ヨーロッパ家電小売のもう一方の雄
であるドイツの「メディア＝サターン」グル
ープの調査を引き続き行なう予定である。 
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